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　1 総　括 （単位千円）　 　

( 歳　入 )

補　    正　    前　    の 　   額 補　　　　 　　正　　 　　　　額 計

1 県 税 280,000,000 280,000,000

2 利 子 割 清 算 金 1,886,000 1,886,000

3 地 方 消 費 税 清 算 金 119,001,000 119,001,000

4 地 方 譲 与 税 50,300,000 50,300,000

5 地 方 特 例 交 付 金 12,500,000 12,500,000

6 地 方 交 付 税 150,000,000 150,000,000

7 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 400,000 400,000

8 分 担 金 及 び 負 担 金 7,174,161 17,199 7,191,360

9 使 用 料 及 び 手 数 料 9,764,277 9,764,277

10 国 庫 支 出 金 102,566,544 11,079,610 113,646,154

11 財 産 収 入 2,253,304 2,253,304

12 寄 附 金 139,580 100,000 239,580

13 繰 入 金 29,193,697 647,994 29,841,691

14 繰 越 金 1,021,820 217,039 1,238,859

15 諸 収 入 139,381,837 3,040,128 142,421,965

16 県 債 57,700,000 3,086,000 60,786,000

歳　　　 入　　　 合　　　 計 961,396,220 20,073,970 981,470,190

　　一般会計歳入歳出補正予算事項別明細書

一般会計歳入歳出補正予算（第３号）事項別明細書

款
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 （ 歳 出 ） 

款 

国 庫 支 出 金 地 方 債 そ の 他 

特 定 財 源 

補 正 額 の 財 源 内 訳

補 正 前 の 額 補 正 額 　 計 　

一 般 財 源

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

警 察 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

1,773,442

41,996,333

120,212,534

67,479,992

2,555,648

36,103,726

131,566,201

78,379,357

49,634,940

206,499,605

2,575,082

100,835,160

121,284,200

500,000

692,562

1,505,107

12,628

789,843

3,284,650

2,100,000

11,500

6,873,380

3,171,300

1,633,000

1,773,442

42,688,895

121,717,641

67,492,620

2,555,648

36,893,569

134,850,851

80,479,357

49,646,440

213,372,985

5,746,382

100,835,160

122,917,200

500,000

691,315

1,309,951

12,628

613,241

254,250

243,750

6,269,671

1,684,804

14,000

60,000

1,759,000

30,000

1,223,000

89,773

6,560

3,030,400

12,500

561,389

4,699

1,247

91,383

110,042

84,750

11,500

12,320

258,797

1,633,000

歳 出 合 計 961,396,220 20,073,970 981,470,190 11,079,610 3,086,000 3,705,321 2,203,039
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7
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10



11



12



13



14



15



16



17



18



19



20



21



22



23



24



25



26



27
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29



30



31
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継続費調書 

 

継 続 費 に つ い て の 前 前 年 度 末 ま で の 支 出 額 、 前 年 度 末 ま で の 支 出 額 又 は 支 出 額 
 

の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 並 び に 事 業 の 進 行 状 況 等 に 関 す る 調 書 

 

 
 
 
 

款 

 
 
 
 
項 

 
 
 
 

事 業 名 

全 体 計 画 前 前 年
度 末 ま
で の 支
出 額   

前 年 度 
末 ま で 
の 支 出 
(見込) 

額 

当 該 年 
度 支 出 
予 定 額 

当 該 年 
度 末 ま 
で の 支 
出 予 定 
額   

翌 年 度 
以 降 支 
出 予 定 
額   

継続費
の総額
に対す
る進捗
率  

 
 

年度 

 
 

年  割  額 

左 の 財 源 内 訳  

 特 定 財 源 
一 般 財 源 

 国   庫 
支 出 金 

地 方 債 
 

そ の 他 
 

    千円 千円 千円 千円 千円 千円   千円   千円   千円   千円   ％  

10 教育費 1 教育総務 
費 

高校教育改革 
宇 都 宮 高 校 
整  備  費 

８ 7,956   7,956    7,956 7,956  10 

  ９ 57,284      57,284       57,284 72 

   10 14,320   14,320      14,320    18 

   計 79,560  

 

 79,560    7,956 7,956 71,604 100 

  高校教育改革 
宇都宮工業高校
整  備  費 

８ 170,976   170,976    170,976 170,976  10 

  ９ 818,779    818,779       818,779 48 

   
 

10 720,000   720,000      720,000 42 

  計 1,709,755   1, 
709,755 

   170,976 170,976 1,538,779 100 
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款 

 
 
 
項 

 
 
 

事 業 名 

全 体 計 画 前 前 年
度 末 ま
で の 支
出 額   

前 年 度 
末 ま で 
の 支 出 
(見込) 

額 

当 該 年 
度 支 出 
予 定 額 

当 該 年 
度 末 ま 
で の 支 
出 予 定 
額   

翌 年 度 
以 降 支 
出 予 定 
額   

継続費
の総額
に対す
る進捗
率  

 
 

年度 

 
 

年  割  額 

左 の 財 源 内 訳 

 特 定 財 源 
一 般 財 源 

 国   庫 
支 出 金 

地 方 債 
 

そ の 他 
 

     千円 千円 千円 千円 千円 千円   千円   千円   千円   千円   ％  

  高校教育改革 
宇都宮清陵高校 
整  備  費 

８ 8,021   8,021    8,021 8,021  10 

  ９      57,750    57,750        57,750 72 

   10 14,437   14,437      14,437 18 

   計 80,208  
 

 80,208    8,021 8,021 72,187 100 

  高校教育改革 
那須拓陽高校 
整  備  費 

８ 123,392   123,392       123,392   123,392  7 

  ９ 812,820     812,820       812,820 48 

   10 763,238   763,238      763,238 45 

   計 1,699,450  

 

 1, 
699,450 

   123,392 123,392 1,576,058 100 

  高校教育改革 
先 導 拠 点 
伴走支援事業費 

８ 110,400   110,400    110,400 110,400  27 

  ９ 153,300   153,300      153,300 37 

   10 151,300   151,300      151,300 36 

   計     415,000     415,000    110,400 110,400   304,600 100 
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債務負担行為調書 

 

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額 

又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書  

事 項 限 度 額 

前年度末までの支出（見込）額 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 
左 の 財 源 内 訳 

特 定 財 源 

一 般 財 源 
期   間 金   額 期     間 金   額 国 庫 支 出 金 地 方 債 そ の 他 

 
全 国 知 事 会 議 
開 催 事 業 費 

千円 
17,753 

 

 
千円 

 
 

 
令 和 ９ 年 度 
 

千円 
17,753 

 

千円 
 
 

千円 
 
 

千円 
 
 

千円 
17,753 

 

「 文 化 と 知 」 の 
創 造 拠 点 
整 備 運 営 事 業 

103,000,000 
上記金額に、金 
利変動、物価変 
動等契約に定め 
る増減額並びに 
消費税額及び地 
方消費税額を加 
算した額 

  

令 和 ９ 年 度 か ら 
令 和 3 0 年 度 ま で 

103,000,000 
上記金額に、 
金利変動、物 
価変動等契約 
に定める増減 
額並びに消費 
税額及び地方 
消費税額を加 
算した額 
 

   

103,000,000 
上記金額に、 
金利変動、物 
価変動等契約 
に定める増減 
額並びに消費 
税額及び地方 
消費税額を加 
算した額 
 

快適で安全な道づくり 
事 業 （ 補 助 ） 

(9,400,000) 
9,900,000 

 
 

 

令 和 ９ 年 度 か ら 
令 和 1 1 年 度 ま で 

(9,400,000) 
9,900,000 

(4,771,250) 
5,021,250 

 

 

225,000 
 

(4,403,750) 
4,653,750 

安全な川づくり事業 
（ 補 助 ） 

(3,760,000) 
4,500,000 

  
令 和 ９ 年 度 

 
(3,760,000) 
4,500,000 

(1,925,000) 
2,332,000 

  
(1,835,000) 
2,168,000 

安全な川づくり事業 
（ 補 助 ） 

(2,600,000) 
3,400,000 

  
令 和 ９ 年 度 か ら 
令 和 1 2 年 度 ま で 

(2,600,000) 
3,400,000 

(1,300,000) 
1,700,000 

  
(1,300,000) 
1,700,000 

 
 注（ ）は、補正前である。 
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                                  （単位千円）

区 分 前 前 年 度 末 現 在 高 前年度末現在高見込額 当該年度中起債見込額 当 該 年 度 中 元 金

償 還 見 込 額

(627,210,412) (88,725,000) (45,130,666) (670,804,746)
1 612,226,390 627,210,412 90,588,000 45,130,666 672,667,746

(15,393,861) (1,646,000) (981,282) (16,058,579)
(1) 14,149,558 15,393,861 1,660,000 981,282 16,072,579

(5,577,514) (1,771,000) (300,549) (7,047,965)
(2) 5,250,891 5,577,514 1,771,000 300,549 7,047,965

(51,568) (3,780) (47,788)
(3) 54,658 51,568 3,780 47,788

(36,984,058) (5,414,000) (3,046,591) (39,351,467)
(4) 36,752,070 36,984,058 5,474,000 3,046,591 39,411,467

(3,233,945) (370,000) (259,570) (3,344,375)
(5) 3,311,792 3,233,945 370,000 259,570 3,344,375

(465,063,375) (59,361,000) (34,306,527) (490,117,848)
(6) 454,490,619 465,063,375 61,120,000 34,306,527 491,876,848

(15,582,847) (2,156,000) (1,227,393) (16,511,454)
(7) 15,920,598 15,582,847 2,156,000 1,227,393 16,511,454

(32,199,185) (11,359,000) (1,895,597) (41,662,588)
(8) 31,666,643 32,199,185 11,389,000 1,895,597 41,692,588

(7,185,503) (1,207,000) (665,836) (7,726,667)
(9) 6,799,340 7,185,503 1,207,000 665,836 7,726,667

(45,938,556) (5,441,000) (2,443,541) (48,936,015)
(10) 43,830,221 45,938,556 5,441,000 2,443,541 48,936,015

地方債調書

地 方 債 の 前 前 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末 及 び

当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

当　該　年　度　中　増　減　見　込　み

労 働

当 該 年 度 末 現 在 高
見 込 額

衛 生

普 通 債

民 生

農 林 水 産

商 工

土 木

警 察

教 育

公 営 住 宅

そ の 他
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区 分 前 前 年 度 末 現 在 高 前年度末現在高見込額 当該年度中起債見込額 当 該 年 度 中 元 金

償 還 見 込 額

(18,712,591) (1,191,000) (2,598,780) (17,304,811)
2 20,555,932 18,712,591 2,414,000 2,598,780 18,527,811

(17,240,857) (1,085,000) (2,506,227) (15,819,630)
(1) 19,062,501 17,240,857 1,966,000 2,506,227 16,700,630

(1,471,734) (106,000) (92,553) (1,485,181)
(2) 1,493,431 1,471,734 448,000 92,553 1,827,181

(426,873,241) (44,707,979) (382,165,262)
3 472,863,421 426,873,241 44,707,979 382,165,262

(103,648) (103,641) (7)
(1) 433,848 103,648 103,641 7

(403,055,400) (42,775,355) (360,280,045)
(2) 446,886,387 403,055,400 42,775,355 360,280,045

(197,958) (47,523) (150,435)
(3) 245,491 197,958 47,523 150,435

(23,516,235) (1,781,460) (21,734,775)
(4) 25,297,695 23,516,235 1,781,460 21,734,775

(1,072,796,244) (89,916,000) (92,437,425) (1,070,274,819)
合 計 1,105,645,743 1,072,796,244 93,002,000 92,437,425 1,073,360,819

当 該 年 度 末 現 在 高
見 込 額

当　該　年　度　中　増　減　見　込　み

災 害 復 旧 債

　　注（　）は、補正前の額である。

そ の 他

土 木

そ の 他

減 税 補 て ん 債

調 整 債

臨 時 財 政 対 策 債

減 収 補 て ん 債 （ 特 例 分 ）
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（単位千円） 　

既 決 予 定 額 計 備 考

3 処 理 場 費 4,795,164 24,876 4,820,040

4 受 託 事 業 費 1,192,696 45,534 1,238,230

令和８年度栃木県流域下水道事業会計補正予算（第１号）実施計画

 収 益 的 収 入 及 び 支 出

70,410 9,879,410

1 営 業 費 用 9,662,982 70,410 9,733,392

9,809,0001 流 域 下 水 道
事 業 費 用

　　　　　支　　　　　　出

款 項 目 補 正 予 定 額

　流 域 下 水 道 事 業 会 計
38



（単位千円） 

1

(1) 当 年 度 純 利 益  136,365

(2) 減 価 償 却 費  3,105,087

(3) 固 定 資 産 除 却 損  57,716

(4) 退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）  4,293

(5) 賞 与 引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）  1,151

(6) 長 期 前 受 金 戻 入 額 △ 2,558,735

(7) 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 35

(8) 支 払 利 息  97,710

(9) 未 収 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ）  216,479

(10) 未 払 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） △ 794,419

(11) 預 り 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） △ 4,567

 261,045

(12) 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額  35

(13) 利 息 の 支 払 額 △ 97,710

 163,370

2  

(1) 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 4,263,393

令和８年度栃木県流域下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書（補正第１号）

 　　　　（令和８年４月１日から令和９年３月31日まで）

区 分 金 額

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

小 計

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

　流 域 下 水 道 事 業 会 計
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(2) 国 庫 補 助 金 等 に よ る 収 入  3,478,406

△ 784,987

3  

(1) 建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る た め の 企 業 債 に よ る 収 入  833,146

(2) 建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 863,138

△ 29,992

△ 651,609

 3,846,464

 3,194,855

金 額

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

資 金 増 加 額 （ 又 は 減 少 額 ）

資 金 期 首 残 高

資 金 期 末 残 高

区 分

　流 域 下 水 道 事 業 会 計
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（令和９年３月31日現在） （単位千円） 

1

土 地 5,049,282

建 物 10,141,051

減 価 償 却 累 計 額 2,930,858 7,210,193

構 築 物 39,365,833

減 価 償 却 累 計 額 9,606,641 29,759,192

機 械 及 び 装 置 26,487,185

減 価 償 却 累 計 額 14,764,465 11,722,720

車 両 運 搬 具 69,949

減 価 償 却 累 計 額 38,668 31,281

工 具 、 器 具 及 び 備 品 71,098

減 価 償 却 累 計 額 46,532 24,566

建 設 仮 勘 定 2,604,079

56,401,313

カ

令和８年度栃木県流域下水道事業予定貸借対照表（補正第１号）

科 目 金 額

 資　産　の　部

固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

ア

イ

ウ

エ

オ

キ

有 形 固 定 資 産 合 計

(2) 投 資 そ の 他 の 資 産

流 域 下 水 道 事 業 会 計
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そ の 他 投 資 61

61

56,401,374

2

3,194,855

23,880

(3) 158,129

3,376,864

59,778,238

 負　債　の　部

3

(1)

ア 建 設 改 良 等 企 業 債 6,415,756

6,415,756

(2)

ア 退 職 給 付 引 当 金 20,646

20,646

6,436,402

4

金 額

ア

資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

(1) 現 金 預 金

(2) 未 収 金

前 払 金

流 動 資 産 合 計

科 目

固 定 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

流 域 下 水 道 事 業 会 計
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(1)

ア 建 設 改 良 等 企 業 債 874,604

874,604

(2) 363,032

(3)

ア 賞 与 引 当 金 16,252

16,252

(4) 1,215

1,255,103

5

(1)

ア 長 期 前 受 金 63,570,132

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 22,391,209

41,178,923

48,870,428

 資　本　の　部

6 3,670,914

7

(1)

ア 建 設 費 負 担 金 977,179

科 目 金 額

企 業 債

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

企 業 債 合 計

資 本 剰 余 金

未 払 金

長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資 本 金

剰 余 金

引 当 金

流 域 下 水 道 事 業 会 計
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イ 国 庫 補 助 金 977,180

ウ 受 贈 財 産 評 価 額 3,094,547

5,048,906

(2)

ア 利 益 積 立 金 1,639,299

イ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 548,691

2,187,990

7,236,896

10,907,810

59,778,238

科 目 金 額

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

流 域 下 水 道 事 業 会 計
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（令和８年度注記）

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 固定資産の減価償却の方法

ア 有形固定資産

・ 減価償却の方法　　　　定額法によっている。

・

建物　　　　　　　　15年～50年

構築物　　　　　　　50年

機械及び装置　　　　15年

車両運搬具　　　　　５年

工具、器具及び備品　３年～15年

(2) 引当金の計上方法

ア 退職給付引当金

・

130,854千円を除く。）。

イ 賞与引当金

・

８年度の負担に属する額（12月から３月までの４か月分）を計上している。

(3) 消費税及び地方消費税の会計処理

ア 予算実施計画については税込み方式によっている。

イ 財務諸表については税抜き方式によっている。

主な耐用年数

職員の退職手当の支給に備えるため、令和８年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上している（なお、一般会計等が負担すると見込まれる額

令和９年度の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれらに伴う法定福利費の支出に備えるため、令和８年度末における在職職員の支給見込額に基づき、令和
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２ 予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

・ 該当事項はない。

３ 予定貸借対照表に関する注記

・ 該当事項はない。

４ セグメント情報に関する注記

・ 単一の事業を運営しているため、セグメントの区分は設けていない。

５ 減損損失

・ 該当事項はない。

６ その他の注記

(1) 退職給付引当金の取崩し

・ 該当事項はない。

(2) 賞与引当金の取崩し

・ 令和８年度において、期末手当及び勤勉手当を支給並びにこれらに伴う法定福利費を支出することとなるため、賞与引当金15,884千円を取り崩すこととする。

　　  流 域 下 水 道 事 業 会 計
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（単位千円）　

科　　　　　　　　　　目

1

負 担 金 3,889,433

受 託 事 業 収 益 1,012,758

そ の 他 営 業 収 益 888 4,903,079

2

管 渠 費 65,726

ポ ン プ 場 費 179,514

処 理 場 費 3,737,960

受 託 事 業 費 920,255

総 係 費 106,483

減 価 償 却 費 3,148,210

資 産 減 耗 費 78,579 8,236,727

3,333,648

3

受 取 利 息 及 び 配 当 金 3,717

他 会 計 補 助 金 880,527

国 庫 補 助 金 24,170

長 期 前 受 金 戻 入 2,613,073

発 電 収 益 252,467

(4)

(5)

営 業 損 失

(2)

(4)

(5)

(6)

(7)

営 業 外 収 益

(1)

(3)

令和７年度栃木県流域下水道事業損益計算書

　　　　　　　　　　 （令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）

金 額

営 業 収 益

(1)

営 業 費 用

(1)

(2)

(3)

(2)

(3)

 流 域 下 水 道 事 業 会 計
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科　　　　　　　　　　目

雑 収 益 71,902 3,845,856

4

支払利息及び企業債取扱諸費 99,883 99,883 3,745,973

412,325

412,325

412,325

(6)

金 額

当 年 度 純 利 益

当 年 度 未 処 分 利 益 余 剰 金

営 業 外 費 用

(1)

経 常 利 益

 流 域 下 水 道 事 業 会 計
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（令和８年３月31日現在） （単位千円） 

1

土 地 5,049,282

建 物 10,141,051

減 価 償 却 累 計 額 2,538,264 7,602,787

構 築 物 38,012,027

減 価 償 却 累 計 額 8,239,456 29,772,571

機 械 及 び 装 置 25,882,247

減 価 償 却 累 計 額 13,437,962 12,444,285

車 両 運 搬 具 69,949

減 価 償 却 累 計 額 26,298 43,651

工 具 、 器 具 及 び 備 品 63,894

減 価 償 却 累 計 額 40,097 23,797

建 設 仮 勘 定 587,620

55,523,993

そ の 他 投 資 61

カ

令和７年度栃木県流域下水道事業貸借対照表

科 目 金 額

 資　産　の　部

固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

ア

イ

ウ

エ

オ

キ

有 形 固 定 資 産 合 計

(2) 投 資 そ の 他 の 資 産

ア

流 域 下 水 道 事 業 会 計
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61

55,524,054

2

3,846,464

240,359

(3) 158,129

4,244,952

59,769,006

 負　債　の　部

3

(1)

ア 建 設 改 良 等 企 業 債 6,457,333

6,457,333

(2)

ア 退 職 給 付 引 当 金 12,762

12,762

6,470,095

4

(1)

ア 建 設 改 良 等 企 業 債 863,019

863,019

資 産 合 計

金 額

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

(1) 現 金 預 金

科 目

(2) 未 収 金

前 払 金

流 動 資 産 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

引 当 金 合 計

流 域 下 水 道 事 業 会 計
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(2) 1,157,451

(3)

ア 賞 与 引 当 金 15,884

15,884

(4) 5,782

2,042,136

5

(1)

ア 長 期 前 受 金 60,317,804

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 19,832,474

40,485,330

48,997,561

 資　本　の　部

6 3,670,914

7

(1)

ア 建 設 費 負 担 金 977,179

イ 国 庫 補 助 金 977,180

ウ 受 贈 財 産 評 価 額 3,094,547

5,048,906

(2)

科 目 金 額

資 本 剰 余 金 合 計

引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

未 払 金

利 益 剰 余 金

流 域 下 水 道 事 業 会 計
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ア 利 益 積 立 金 1,639,299

イ 当 年 度 未 処 分 利 益 余 剰 金 412,326

2,051,625

7,100,531

10,771,445

59,769,006負 債 資 本 合 計

科 目 金 額

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

流 域 下 水 道 事 業 会 計
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（令和７年度注記）

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 固定資産の減価償却の方法

ア 有形固定資産

・ 減価償却の方法　　　　定額法によっている。

・

　建物　　　　　　　　15年～50年

　構築物　　　　　　　50年

　機械及び装置　　　　15年

　車両運搬具　　　　　５年

　工具、器具及び備品　３年～15年

(2) 引当金の計上方法

ア 退職給付引当金

・

125,412千円を除く）。

イ 賞与引当金

・

負担に属する額（12月から３月までの４か月分）を計上している。

(3) 消費税及び地方消費税の会計処理

ア 決算報告書については税込み方式によっている。

イ 財務諸表については税抜き方式によっている。

主な耐用年数

職員の退職手当の支給に備えるため、令和７年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上している。（なお、一般会計等が負担すると見込まれる額

令和８年度の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれらに伴う法定福利費の支出に備えるため、令和７年度末における在職職員の支給見込額に基づき、令和７年度の

流 域 下 水 道 事 業 会 計
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２ キャッシュ・フロー計算書に関する注記

・ 該当事項はない。

３ 貸借対照表に関する注記

・ 該当事項はない。

４ セグメント情報に関する注記

(1) 報告セグメントの概要

・ 単一の事業を運営しているため、セグメントの区分は設けていない。

５ 減損損失

・ 該当事項はない。

６ リース契約により使用する固定資産

・ 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

７ 重要な後発事象

・ 該当事項はない。

８ その他の注記

(1) 他会計補助金の使途

・

(2) 退職給付引当金の取崩し

・ 令和７年度において、退職給付引当金の取崩は行わなかった。

(3) 賞与引当金の取崩し

・ 令和７年度において、期末手当及び勤勉手当を支給並びにこれらに伴う法定福利費を支出することとなったため、賞与引当金17,311千円を取り崩した。

委託費（課税仕入れ）に 2,338千円（特定収入）を、建設改良費に 162千円（特定収入）をそれぞれ充当した。

他会計補助金 880,527千円のうち、児童手当（課税仕入れ以外）に 1,854千円（特定収入以外）を、減価償却費（課税仕入れ以外）に 598,438千円（特定収入以外）を、

元金償還分に 183,336千円（特定収入）を、支払利息（課税仕入れ以外）に 94,399千円（特定収入以外）を、下水道資源化工場に係る環境影響評価事後調査

流 域 下 水 道 事 業 会 計
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